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平成 21 年２月期 第３四半期財務・業績の概況 

平成 21 年１月９日

上 場 会 社 名 株式会社ファミリーマート 上場取引所 東証第１部 

コ ー ド 番 号 8028 ＵＲＬ http://www.family.co.jp/ 

代 表 者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)上 田 準 二  

問合せ先責任者 (役職名)広報・ＩＲ部長 (氏名)木 暮 剛 彦 ＴＥＬ (03)3989-7670 
 

(百万円未満切捨て) 

１．平成 21 年２月期第３四半期の連結業績(平成 20 年３月１日～平成 20 年 11 月 30 日) 

(1)連結経営成績                            (％表示は対前年同四半期増減率) 

 営 業 総 収 入 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21 年２月期第３四半期 219,969 △9.1 30,858 17.0 33,205 16.8 

20 年２月期第３四半期 242,002   6.9 26,371   6.3 28,432   7.5 

20 年２月期 319,439 － 31,214 － 33,877 － 
 

 四半期 (当期 )純利益 
１ 株 当 た り 四 半 期 

( 当  期 ) 純  利  益 

潜在株式調整後１株当たり 

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭

21 年２月期第３四半期 16,858 14.9 176 86 － － 

20 年２月期第３四半期 14,673  9.6 155 85 － － 

20 年２月期 16,438 － 173 47 － － 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

21 年２月期第３四半期 415,607 198,453 45.8 1,998 93 

20 年２月期第３四半期 340,397 189,908 53.5 1,909 20 

20 年２月期 351,271 191,281 52.2 1,921 63 

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

四半期末(期末)残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年２月期第３四半期 76,359 △18,740 △7,002 148,275 

20 年２月期第３四半期 35,765 △23,842 3,981 85,940 

20 年２月期 49,375 △24,592 3,956 98,844 

 

２．平成 21 年２月期の連結業績予想(平成 20 年３月１日～平成 21 年２月 28 日) 

(％表示は対前期増減率) 

  営業総収入 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 288,300 △9.7 36,400 16.6 39,300 16.0 18,700  13.8 196 18 

平成 20 年 10 月９日に公表した通期業績予想に変更はありません。 

なお、営業総収入の減少は、国内連結子会社において売上高を従来の総額表示から純額表示に変更することによ

ります。 

（財）財務会計基準機構会員
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３．その他 

 (1)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無 

 (2)会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 有 

 (3)最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 無 

  (注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成 21 年２月期第３四半期の個別業績(平成 20 年３月１日～平成 20 年 11 月 30 日) 

(1)個別経営成績                            (％表示は対前年同四半期増減率) 

 営 業 総 収 入[チェーン全店売上高] 営 業 利 益 

  百万円 ％ 百万円 ％

21 年２月期第３四半期 179,912 [  941,198] 12.9 [ 11.0] 28,330 15.8 

20 年２月期第３四半期 159,309 [  848,150] 7.5 [  4.8] 24,461 4.8 

20 年２月期 210,351 [1,121,838] － － 28,639 － 

 

 経 常 利 益 四半期(当期)純利益 
１ 株 当 た り 四 半 期 

( 当  期 ) 純  利  益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

21 年２月期第３四半期 30,710 15.2 14,866 6.2 155 96 

20 年２月期第３四半期 26,649 4.2 13,996 5.7 148 65 

20 年２月期 31,262 － 15,900 － 168 39 

 

 (2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

21 年２月期第３四半期 376,872 190,193 50.5 1,995 33 

20 年２月期第３四半期 299,512 181,259 60.5 1,901 49 

20 年２月期 312,789 182,600 58.4 1,915 57 

 

２．平成 21 年２月期の個別業績予想(平成 20 年３月１日～平成 21 年２月 28 日) 

(％表示は対前期増減率) 

    
 営業総収入 

［チェーン全店売上高］ 
営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 232,100 10.3 33,400 16.6 36,300  16.1 16,800 5.7 176 25 

 [1,252,000] [11.6]         

平成 20 年 10 月９日に公表した通期業績予想に変更はありません。 

 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期のわが国経済は、原油・原材料価格の高騰や輸出の減少などにより景気の停滞感が強まるとと

もに、雇用者所得の伸び悩みや物価の上昇から生活防衛意識が高まり個人消費が冷え込むなど、小売業界にお

きましては厳しい経営環境が続きました。一方、コンビニエンスストア業界におきましては、煙草自動販売機

用成人識別ＩＣカード「taspo（タスポ）」の導入に伴い、従来の自動販売機利用者が対面販売での購買に移行

したことから煙草購買客の流入が見られました。 

このような状況の中で、当社は、小売業の基本である「Ｓ＆ＱＣ」を徹底するとともに、「あなたの家族に

なりたい」というテーマのもと、商品開発をはじめとしたあらゆる分野を通じてお客さまに「気軽にこころの

豊かさ」を提供する「ホスピタリティ（おもてなしの心）」あふれるコンビニエンスストアを目指し、加盟店

とともに日商の向上に取り組んでおります。 

 商品面では、主力の中食商品を中心としたオリジナル商品の開発を進め、品質の向上と品揃えの差別化を図

りました。特に重点商品カテゴリーの「三ツ星パスタ」「できたてファミマキッチン(ファスト・フード)」「Ｓ

weets+ (デザート)」では、更なるブランド強化を図るべく、新たに時間帯別のニーズに対応した商品の発売

や販売促進策にも取り組み、中でもフライヤー商品の夜間限定割引である「ファミマの夜割」は好評を博しま

した。他にも、ＴＶ番組とタイアップした弁当など話題性のある商品を発売したことなどにより、中食売上は

引き続き好調に推移しております。 

 また、「ファミマＴカード」の新たな会員向けサービスとして、平成 20 年９月末より、株式会社ＮＴＴドコ

モが提供する後払い電子マネー「ｉＤ」に対応させた「ファミマＴカードｉＤ」のサービスを開始したほか、

「ファミマＴカード」や「Ｔポイントプログラム」の利用促進に向けたキャンペーンを引き続き実施したこと

により、利用客数の増加に貢献いたしました。 

 店舗展開におきましては、三大都市圏と地方中心都市を中心とした成長性の高い店舗の出店に加え、マーケ

ットの変化に対応したＢ＆Ｓ（ビルド＆スクラップ）を適宜実施することで、高質な店舗網の構築を進めてお

ります。また、学校内、病院内、高速道路等のニューマーケットにも積極的な出店を続けております。これら

により当第３四半期までに 350 店舗を出店（他、平成 19 年７月より西武鉄道株式会社と共同で運営している

「ＴＯＭＯＮＹ」を 11 店舗出店）し、242 店舗を閉鎖した結果、当第３四半期末の店舗数は 6,810 店舗となり、

国内エリアフランチャイザー３社を含めた国内総店舗数は 7,318 店舗となりました。 

 さらに、海外エリアフランチャイザーでは、台湾、韓国、タイ、中国及びアメリカにおいて、合わせて 7,170

店舗となり、当社グループのチェーン全店舗数は 14,488 店舗となっております。  

 これらの結果、当第３四半期の連結業績につきましては営業総収入は2,199億６千９百万円（前年同期比

90.9％）、営業利益は308億５千８百万円（同117.0％）、経常利益は332億５百万円（同116.8％）、四半期純利

益は168億５千８百万円（同114.9％）となりました。 

 なお、連結子会社の株式会社ファミマ・ドット・コムにおいて、平成 18 年３月 30 日公表「ソフトウェア取

引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応第 17 号）の趣旨に鑑み、当連結

会計年度より売上高を従来の総額表示から純額表示へ変更しております。この変更により、営業総収入は前年

同期と比較して減少いたしましたが、損益の影響はございません。 
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

（資産、負債、純資産の状況） 

総資産は前連結会計年度末に比べ 643 億３千６百万円増加し、4,156 億７百万円となりました。これは主

として、現金及び預金、有価証券の増加等によるものであります。 

負債は前連結会計年度末に比べ 571 億６千４百万円増加し、2,171 億５千４百万円となりました。これは

主として、当第 3 四半期末が金融機関休業日であったことに伴う買掛金の増加等によるものであります。 

純資産は前連結会計年度末に比べ 71 億７千１百万円増加し、1,984 億５千３百万円となりました。これは

主として、利益剰余金が増加した一方で為替換算調整勘定が減少したこと等によるものであります。 

（キャッシュ･フローの状況） 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、763 億５千９百万円の収入となり、前第３四半期に比べ 405 億

９千３百万円増加しました。これは主として、当第３四半期末が金融機関休業日であったこと等により支払手

形及び買掛金の増加額が 444 億２千４百万円増加したこと等によるものであります。  

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、187 億４千万円の支出となり、前第３四半期に比べ 51 億２百万

円減少しました。これは主として、有価証券等の取得による支出が 25 億１千２百万円減少したこと及び有価

証券等の売却による収入が 44 億５千８百万円増加したこと等によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ･フロー」は、70 億２百万円の支出となりました。（前第３四半期は 39 億８千

１百万円の収入）これは主として、自己株式の処分による収入が 89 億６千６百万円減少したこと等によるも

のであります。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期末残高は 1,482 億７千５百万円となり、前連結会計年度末

に対して 494 億３千１百万円の増加となりました。 
 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

前回発表時(平成 20 年 10 月９日)の予想を変更しておりません。 

 

４．その他 

 (1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

 (2)会計処理の方法における簡便な方法の採用 

  税金費用の計算等については、一部簡便的な方法を採用しております。 

 

 (3)最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更 

  該当事項はありません。 
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５．（要約）四半期連結財務諸表 

 (1)（要約）四半期連結貸借対照表                         （単位：百万円、％） 

前 第 ３ 四 半 期

(平成19年11月30日現在)

当 第 ３ 四 半 期

(平成20年11月30日現在)
増 減 

(参考)前連結会計年度

(平成 20 年２月 29日現在)科      目 

金   額 金   額 金  額 増減率 金   額 

（資産の部）      

流  動  資  産      

1. 現 金 及 び 預 金 74,974 112,294 37,320  84,861 

2. 有 価 証 券 20,433 35,981 15,547  17,759 

3. た な 卸 資 産 8,268 7,829 △438  8,099 

4. 未 収 入 金 16,339 20,952 4,612  16,654 

5. そ の 他 32,621 44,414 11,792  32,200 

流 動 資 産 合 計 152,637 221,472 68,834 45.1 159,575 

固  定  資  産      

1. 有 形 固 定 資 産      

建 物 及 び 構 築 物 27,775 28,125 349  27,797 

器 具 及 び 備 品 10,506 8,846 △1,659  10,484 

土 地 11,906 11,791 △114  11,850 

そ の 他 2,474 1,845 △629  2,563 

有形固定資産合計 52,662 50,608 △2,054 △3.9 52,694 

2. 無 形 固 定 資 産 6,341 7,230 888 14.0 7,947 

3. 投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券 18,050 17,389 △660  17,176 

敷 金 保 証 金 88,916 93,459 4,543  91,272 

そ の 他 21,787 25,447 3,659  22,603 

投資その他の資産合計 128,754 136,296 7,541 5.9 131,053 

固 定 資 産 合 計 187,759 194,135 6,376 3.4 191,695 

資 産 合 計 340,397 415,607 75,210 22.1 351,271 

（負債の部）      

流  動  負  債      

1. 支払手形及び買掛金 70,014 117,282 47,268  65,504 

2. 未 払 金 14,344 16,044 1,700  17,280 

3. 預 り 金 31,941 50,169 18,228  42,230 

4. そ の 他 16,730 15,671 △1,059  16,913 

流 動 負 債 合 計 133,030 199,167 66,137 49.7 141,928 

固  定  負  債      

1. 退 職 給 付 引 当 金 5,164 5,345 180  5,198 

2. 預 り 敷 金 保 証 金 10,130 10,299 169  10,419 

3. そ の 他 2,163 2,342 179  2,442 

固 定 負 債 合 計 17,458 17,987 528 3.0 18,061 

負 債 合 計 150,488 217,154 66,666 44.3 159,990 

（純資産の部）      

株  主  資  本      

1. 資 本 金 16,658 16,658 －  16,658 

2. 資 本 剰 余 金 17,388 17,388 0  17,388 

3. 利 益 剰 余 金 156,136 168,410 12,273  157,901 

4. 自 己 株 式 △7,601 △7,626 △24  △7,604 

株 主 資 本 合 計 182,582 194,831 12,249 6.7 184,343 

評 価 ・ 換 算 差 額 等      

1. その他有価証券評価差額金 △489 △2,028 △1,539  △1,061 

2. 為替換算調整勘定 △97 △2,266 △2,168  △44 

評価・換算差額等合計 △587 △4,294 △3,707 － △1,106 

少 数 株 主 持 分 7,913 7,916 2 0.0 8,044 

純 資 産 合 計 189,908 198,453 8,544 4.5 191,281 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 340,397 415,607 75,210 22.1 351,271 
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(2)（要約）四半期連結損益計算書                         （単位：百万円、％） 

前 第 ３ 四 半 期

(自 平成 19年 ３月 １日

至 平成 19 年 11 月 30 日)

当 第 ３ 四 半 期

(自 平成 20年 ３月 １日 

 至 平成 20年 11 月 30 日)

増 減 

(参考)前連結会計年度

(自 平成 19年３月 １日 

至 平成 20年２月 29 日)
科      目 

金   額 金   額 金  額 増減率 金   額 

営 業 収 入 130,187 141,341 11,154 8.6 171,582 

売 上 高 111,814 78,627 △33,186 △29.7 147,856 

営 業 総 収 入 242,002 219,969 △22,032 △9.1 319,439 

売 上 原 価 89,793 54,866 △34,926 △38.9 118,292 

売 上 総 利 益 (22,021) (23,761) (1,739) (7.9) (29,564) 

営 業 総 利 益 152,209 165,103 12,894 8.5 201,147 

販売費及び一般管理費 125,837 134,244 8,407 6.7 169,933 

営 業 利 益 26,371 30,858 4,487 17.0 31,214 

営 業 外 収 益 2,390 2,697 307 12.8 3,110 

営 業 外 費 用 329 350 21 6.4 447 

経 常 利 益 28,432 33,205 4,772 16.8 33,877 

特 別 利 益 1,440 203 △1,236 △85.9 1,525 

特 別 損 失 4,408 3,306 △1,101 △25.0 6,570 

税金等調整前四半期(当期)純利益 25,464 30,102 4,637 18.2 28,832 

法 人 税 等 10,332 12,229 1,897 18.4 11,767 

少 数 株 主 利 益 458 1,013 555 121.1 626 

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 14,673 16,858 2,184 14.9 16,438 
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(3)（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書                    （単位：百万円） 

前 第 ３ 四 半 期

(自 平成 19年 ３月 １日 

 至 平成 19年 11 月 30 日)

当 第 ３ 四 半 期 

(自 平成 20年 ３月 １日 

 至 平成 20年 11 月 30 日) 

(参考)前連結会計年度

(自 平成 19年３月 １日 

至 平成 20年２月 29 日)
科      目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税 金 等 調 整 前 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 25,464 30,102 28,832 

 減 価 償 却 費 7,367 7,319 9,856 

 加 盟 店 貸金 ・ 加 盟店 預 り 金の 純 増 減額 △634 △15,844 677 

 た な 卸 資 産 の 減 少 額 （ 増 加 額 △ ） 115 △352 323 

 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 の 増 加 額 8,925 53,350 4,297 

 預  り  金  の  増  加  額 （ 減 少 額 △ ） △3,492 8,224 6,777 

 そ の 他 5,904 4,716 6,084 

 小        計 43,650 87,515 56,849 

 法 人 税 等 の 支 払 額 △9,160 △12,795 △9,211 

 そ の 他 1,275 1,639 1,736 

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,765 76,359 49,375 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 有 価 証 券 等 の 取 得 に よ る 支 出 △97,559 △95,047 △123,438 

 有 価 証 券 等 の 売 却 に よ る 収 入 91,440 95,899 116,776 

 有 形 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △9,036 △10,654 △11,158 

 敷 金 保 証 金 の 差 入 れ に よ る 支 出 △10,471 △10,421 △15,222 

 そ の 他 1,784 1,483 8,449 

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,842 △18,740 △24,592 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 少 数 株 主 の 払 込 に よ る 収 入 1,435 560 1,435 

 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △12 △22 △16 

 自 己 株 式 の 処 分 に よ る 収 入 8,968 1 8,968 

 配 当 金 の 支 払 額 △4,795 △6,291 △4,793 

 そ の 他 △1,613 △1,250 △1,637 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,981 △7,002 3,956 

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 485 △1,185 555 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 16,390 49,431 29,293 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 69,550 98,844 69,550 

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 85,940 148,275 98,844 
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６．コンビニエンスストア事業に係るチェーン全店売上高 

 当第３四半期 
自 平成 20 年３月 １日 
至 平成20年 11月 30日 

 
 

 前年同期比 構 成 比 

 百万円 ％ ％

フ ァ ス ト ・ フ ー ド 42,496 114.4 4.0 

食 品 652,399 105.9 62.0 

食 品 小 計 694,896 106.4 66.0 

非 食 品 292,714 125.4 27.8 

サ ー ビ ス 25,064 101.7 2.4 

Ｅ Ｃ 40,509 96.3 3.8 

合     計 1,053,185 110.5 100.0 

(注)上記の金額は、当社及び連結子会社３社（Siam FamilyMart Co.,Ltd.、全家便利商店股份有限公司、FAMIMA 
CORPORATION）のチェーン全店売上高の合算金額であります。なお、消費税等は含まれておりません。 

 

７．コンビニエンスストア事業に係る店舗数 

チ ェ ー ン 全 店 店 舗 数 

会   社   名 前第３四半期 

(平成 19年 11 月 30 日現在)

当第３四半期 

(平成 20年 11 月 30 日現在) 

前連結会計年度 

(平成 20年２月 29日現在)

 店 店 店

 ㈱ファミリーマート 6,573 (  432) 6,810 (  501) 6,691 ( 460)

 ㈱北海道ファミリーマート 21 (    4) 29 (   －) 23 (  5)

 ㈱南九州ファミリーマート 276 (   42) 281 (   30) 273 (  31)

 ㈱沖縄ファミリーマート 200 (    9) 198 (    9) 200 (    9)

国内エリアフランチャイザー合計 497 (   55) 508 (   39) 496 (   45)

国 内 合 計 7,070 (  487) 7,318 (  540) 7,187 (  505)

 
Siam FamilyMart Co.,Ltd. 

（タイ王国） 
499 (  399) 562 (  441) 507 (  400)

 
全家便利商店股份有限公司 

（台  湾） 
2,227 (  309) 2,312 (  215) 2,247 (  247)

 
FAMIMA CORPORATION 

（アメリカ合衆国） 
12 (   12) 13 (   13) 11 (   11)

 
BOKWANG FAMILYMART CO.,LTD. 

（大韓民国） 
3,731 (  105) 4,106 (  140) 3,787 (  112)

 
上海福満家便利有限公司 

（中華人民共和国） 
115 (   72) 151 (   78) 118 (   68)

 
広州市福満家便利店有限公司 

（中華人民共和国） 
6 (    6) 14 (   14) 11 (   11)

 
蘇州福満家便利店有限公司 

（中華人民共和国） 
2 (   2) 12 (   12) 7 (    7)

海外エリアフランチャイザー合計 6,592 (  905) 7,170 (  913) 6,688 (  856)

ファミリーマートチェーン合計 13,662 (1,392) 14,488 (1,453) 13,875 (1,361)

(注)1.チェーン全店店舗数欄( )内の数字（内数）は直営店の店舗数であります。 
  2.直営店とは、当社又はエリアフランチャイザー各社が直接経営を行っている店舗のことであり、イ)加盟店契

約者及び当社又はエリアフランチャイザー各社従業員の教育・訓練・養成のための店舗、ロ）営業用店舗を
持たない加盟希望者へ経営委託店として貸与した店舗を含めております。なお、ロ）の店舗は逐次加盟店へ
変更しております。 

  3.加盟店とは、当社又はエリアフランチャイザー各社との「フランチャイズ契約」により運営されている店舗
であります。 

 


